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１．一般会計

平成１９年度一般会計当初予算額は１１７億３，８００万円で、その後補正増額され 終

予算額は１２６億６，７８１万７千円となりました。

歳入決算額は１２８億６，５９２万６千円、歳出決算額は１２４億１，６４９万９千円、

実質収支は４億４，９４２万７千円となりました。

歳入の主なものとしては、市税が２６億８，１４９万３千円で歳入全体の２０．８％、地

方交付税が５８億１，４０７万９千円で歳入全体の４５．２％、国庫支出金が９億５，４１

４万７千円で歳入全体の７．４％、県支出金が８億４，９９６万６千円で歳入全体の６．６

％、市債が５億６，３００万円で歳入全体の４．４％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係で４億６，４３８万２千円、障害者福祉関係で

１億９，６３７万７千円、児童福祉関係で１億７，２０７万６千円、合併による各種計画の

策定、住民の一体感を速やかに構築するためなどの事業に対する合併市町村補助金として

２，４７５万円がありました。また、合併市町村補助金が７，３６５万円減ったこと、前年

度で終了した追分小学校整備事業の減などによる教育費補助金の減４，３９２万７千円、道

路整備事業の減による地方道路臨時交付金４，７４６万５千円の減などにより、前年度比

８，０３４万３千円（７．８％）の減となりました。

県支出金の主なものは、児童福祉関係で１億３，６１６万円、合併市町村特例交付金で１

億２，０００万円、福祉医療費補助金で１億１，１１３万円がありました。また、制度改正

に伴う障害者福祉費負担金が４，８５２万９千円増えたことや、国体関係の補助金７，７２

０万４千円の増、参議院議員通常選挙等の実施による選挙費委託金２，９３２万９千円の増

などにより前年度比１億８，７４９万円（２８．３％）の増となりました。

市債の主なものは、追分下出戸線ほか６路線の整備に伴う道路改良事業債５，８４０千

円、フカイ工業㈱の医療用プラスチック部品製造工場増築工事に伴う地域総合整備資金貸付

事業債で２，２００万円、臨時財政対策債で４億７，９３０万円がありましたが、大規模事

業がなかった事により前年度比４億３，４９０万円（４３．６％）の減となりました。

歳出の主なものでは、人件費が２５億７，８２２万１千円、扶助費が１８億６，５１８万

２千円、公債費が１８億４，６５５万９千円で、これら義務的経費の合計で６２億８，９９

６万２千円となりました。投資的経費は５億７９万６千円で、主なものは、道路整備事業が

１億７，１１１万円、旧天洋建物解体工事が２，４８８万５千円、天王ふれあい交流セン

ター源泉浚渠・設備更新工事が１，５８０万３千円、防火水槽設置工事が１，５５４万円、

豪雨による災害復旧事業が１，０２９万８千円となり、前年度比では７億３８６万１千円

（５８．４％）の減となりました。
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（１）平成19年度一般会計の決算状況

１．総括

（単位：千円）

区 分 平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 増減額

予 算 現 額 12,667,817 12,719,941 △ 52,124

歳 入 決 算 額 12,865,926 12,910,588 △ 44,662

歳 出 決 算 額 12,416,499 12,363,403 53,096

歳 入 歳 出 差 引 額 449,427 547,185 △ 97,758

実 質 収 支 額 449,427 537,726 △ 88,299

単 年 度 収 支 額 △ 88,299 136,556 △ 224,855

２．歳入

　歳入総額は 12,865,926千円ですが、その主なものは次のとおりです。
（単位：千円、％）

区 分 平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,681,493 2,290,770 390,723 17.1

地 方 交 付 税 5,814,079 5,719,503 94,576 1.7

国 庫 支 出 金 954,148 1,034,491 △ 80,343 △ 7.8

県 支 出 金 849,966 662,476 187,490 28.3

市 債 563,000 997,900 △ 434,900 △ 43.6

歳 入 計 12,865,926 12,910,588 △ 44,662 △ 0.3

３．歳出

　歳出総額は 12,416,499千円ですが、性質別の主なものは次のとおりです。
（単位：千円、％）

区 分 平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,578,221 2,530,095 48,126 1.9

扶 助 費 1,865,182 1,752,627 112,555 6.4

公 債 費 1,846,559 1,760,381 86,178 4.9

投 資 的 経 費 500,796 1,204,657 △ 703,861 △ 58.4

歳 出 計 12,416,499 12,363,403 53,096 0.4

これらの構成比は、人件費 20.8％、扶助費15.0％、公債費 14.9％、投資的経費 4.0％となっ

ています。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

１ ９ 年 度 2,703,068 250,983 2,954,051

１ ８ 年 度 2,317,954 236,496 2,554,450

増 減 385,114 14,487 399,601

１ ９ 年 度 2,633,536 47,957 2,681,493

１ ８ 年 度 2,251,593 39,177 2,290,770

増 減 381,943 8,780 390,723

１ ９ 年 度 97.4 19.1 90.8

１ ８ 年 度 97.1 16.6 89.7

増 減 0.3 2.5 1.1

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
入
率

雇用情勢の悪化や自営業者の経営不振・企業倒産等が引き続いており、依然として市税

の収納は厳しい状況にありますが、現年課税分の徴収に重点を置いたことと、電話催告・

タイヤロック・債権差押等の強化により、現年度分の収納率は前年度に比較し0.3％の増と

なっております。滞納繰越分については納付指導による分割納付の増加及び不動産差押・

債権差押・自動車差押・動産差押の強化により2.5％の増となっています。これらの対策に

より全体の収入率も前年度に比較し1.1％の増となっております。なお、今年度の不納欠損

処理は6,577,357円で滞納処分の執行停止額は4,243,162円でありました。

今後も納税の秩序を維持し税の公平を貫くため、財産調査と滞納処分を強化するともに

生活困窮者には滞納処分の執行停止等の処理を適切に行い、滞納者の減少に努めていきま

す。

－ 3 －



（３）主要施策の状況

　主なソフト事業は以下のとおりです。

　主な投資的事業の内容は次のとおりです。

建物が老朽化しており、周辺住民に危険が及ぶ恐れのあった旧天洋建物の解体工事を２，４

８８万５千円で実施し、事故を未然防止することができました。

　二田地区と大崎地区に防火水槽を１，５５４万円で整備し、消防水利の確保を図りました。

市道整備事業では、街道下線が道路舗装改良工事８６ｍと用地取得費等で３，６３０万円、

追分下出戸線道路維持舗装工事１，１３５ｍで３，１３０万円、大清水下谷地線の橋梁架け替

えに係る詳細設計等１，３１０万円などを実施しました。

また、除排雪体制の整備費補助金５３０万円を交付し、ロータリ除雪車１台、除雪機器４基

を整備し、冬期道路交通の確保を図りました。

豪雨による災害復旧事業を１，０２９万８千円で実施し、早期の現状回復と被害の拡大を防

ぐことができました。

国体競技開催事業は２億８，３８６万円で、市民総参加のもと相撲競技、レスリング（少年

男子）競技ともに大成功を収めることができました。

本市の将来都市像と、その実現に向けた具体的施策の基本方針を明確にし、都市計画決定の

指針となる潟上市都市計画基本方針の策定を１，４０１万８千円で実施しました。

こころの健康づくり事業を７９万２千円で実施し、巡回相談や教室等の開催、また、こころ

の健康づくり市民集会には約１，１００人もの参加があり、多くの市民に自殺予防について関

心を持ってもらうきっかけとなりました。

企業誘致活動は昭和工業団地の管理費を含めて４６２万１千円で、１社の進出がありまし

た。

また、国の合併補助金を活用した事業は、市勢要覧作成のほか地域防災計画の普及事業や小

学校の米飯給食統一事業など総額２，４７５万円となりました。

財政健全化計画に基づく公的資金の補償金免除繰上償還を実施し、財政融資資金１件、公営

企業金融公庫資金３件で総額２，３１９万３千円の繰上償還により、将来の利子負担額２３９

万円を軽減しました。

また、土地開発公社の償還金も２件で総額１，０１２万円を繰上償還し、将来の利子負担額

５０万３千円を軽減しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

平成１９年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３５億７，６４５万５千円で、

その後補正増額され最終予算額は３５億９，５５８万２千円となりました。

歳入決算額は３６億２，３８８万４千円、歳出決算額は３５億２，８１３万５千円、

実質収支は９，５７４万９千円となりました。基金の額は１，３０２万８千円です。

歳入の主なものとしては、保険税が９億２０６万４千円で歳入全体の２４．９％、国

庫支出金が１０億１，４３９万４千円で歳入全体の２８．０％、療養給付費等交付金が

７億６，３７４万１千円で歳入全体の２１．１％、県支出金が１億８，０３１万５千円

で歳入全体の５．０％、繰入金が４億３，１３０万４千円で歳入全体の１１．９％とな

りました。

歳出の主なものとしては、保険給付費が総額２３億５，２１５万７千円です。内訳と

しては、一般被保険者分が１３億２，１９４万５千円、退職被保険者分が７億９，４０

１万３千円でした。

保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児

一時金１，２２５万円を、死亡に際しては葬祭費１，３８０万円を支給しました。保健

事業では、９６２万１千円のうち人間ドックを１０８人分、５５４万７千円で実施し、

被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努めまし

た。また、老人医療費拠出金が５億２，００７万９千円、介護納付金が２億７６万７千

円となりました。

加入者及び医療費の状況としては、対前年比で世帯数が３５世帯の増、被保険者数が

１２４人の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が２５７，

６５８円で対前年比１１，３１８円の増、退職被保険者分が４１５，７９５円で対前年

比１１，７７６円の増です。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分（老人以外） （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

ハ．老人医療対象者分 （単位：円）

注）　療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護・施設療養費
　　　療養費は整骨院・補装具等

平成１８年度

区分

平成１９年度 1,779,597,195
平成１８年度 1,754,242,601

4,730
△ 77

平成１９年度
増減

区分

区分
療養給付費
費　用　額

総医療費

平成１８年度

増減
平成１９年度

2,831
2,754

区分

合　　計

7,204
6,989

△ 215

2,333
2,501

老人以外 老人医療対象者 合　　　計
一般被保険者

調定額
被保険者一人
当たり金額

一世帯当たり
金　　　　額

平成１８年度 900,825,500 72,835145,131
平成１９年度 902,064,847 73,674144,515

増減 1,239,347 839△ 616

区分
療養給付費
費　用　額

増減 25,354,594

区分
療養給付費
費　用　額

総医療費

増減 95,462,920 97,327,093
平成１９年度 1,029,592,600
平成１８年度 934,129,680

4,807

総医療費

増減 112,569,661 112,969,037
平成１９年度 2,576,134,260

1,039,904,384

平成１８年度 2,463,564,599

一般被保険
者単独世帯

混合世帯
退職被保険
者単独世帯

合　　計

413
447
34

987
1,065

78

6,207
6,242

35

退　　職
被保険者

△ 77

10,035
9,743
△ 292 168

12,368
12,244
△ 124

療　養　費
費　用　額

一人当たり
医　療　費

20,391,516
21,172,742

246,340
257,6581,800,769,937

1,774,634,117

11,318

療　養　費
費　用　額

一人当たり
医　療　費

8,447,611 942,577,291

26,135,820781,226

10,311,784
1,864,173

404,019
415,795
11,776

療　養　費
費　用　額

一人当たり
医　療　費

17,533,045
17,932,421 2,594,066,681

2,481,097,644

399,376

876,403
941,927
65,524
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３．老人保健特別会計

（１）対象者の状況
（単位：人、％）

65歳以上
75歳未満

平成18年度 35,781 3,850 266 4,116 11.5 
平成19年度 35,605 3,832 226 4,058 11.4 
前年度対比 △ 176 △ 18 △ 40 △ 58 △ 0.1 

（２）老人医療給付費の状況
（単位：千円）

一人当た
り医療費

平成18年度 3,383,750 42,679 3,426,429 832.0 
平成19年度 3,384,674 45,063 3,429,737 845.0 
前年度対比 924 2,384 3,308 13.0 

注）現物給付は入院、通院・歯科・調剤の合計。
　　現金給付は、整骨院・補装具等の合計。

加入率

区 分 現 物 給 付

区 分 75歳以上

現金給付 総 医 療 費

人 口 合 計

平成１９年度老人保健特別会計当初予算額は３４億８，８５０万７千円で、その

後増額補正され３５億８，２６３万７千円となりました。

歳入決算額は３４億７０８万円、歳出決算額は３４億６，１５０万５千円、実質

収支は５，４４２万５千円の赤字となりました。この不足分については平成２０年

度同会計から繰上充用しました。

歳入の主なものとしては、支払基金交付金が１７億５，１６５万３千円で歳入全

体の５１．４％、国庫支出金が１０億９，８０７万１千円で歳入全体の３２．

２％、県支出金が２億６，６５８万９千円で歳入全体の７．８％、一般会計繰入金

が２億８，８５３万８千円で歳入全体の８．５％となりました。

歳出の主なものとしては、医療諸費が３４億４，３４６万８千円で歳出全体の９

９．５％となりました。
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４．介護保険事業特別会計

平成１９年度介護保険事業特別会計当初予算額は、保険事業勘定が２１億５，７３

８万３千円で、その後補正増額され最終予算額は２２億５，０６１万９千円となりま

した。

歳入決算額は２２億３，７６０万８千円、歳出決算額は２１億８，９０６万２千円、

実質収支額は４，８５４万６千円となりました。

歳入の主なものとしては、保険料が３億９，２０４万８千円で歳入全体の１７．５

％、国庫支出金が４億９，２１０万６千円で歳入全体の２２．０％、支払基金交付金

が６億４，５４３万１千円で歳入全体の２８．８％、県支出金が３億５６６万４千円

で歳入全体の１３．７％、繰入金が３億５，７４４万３千円で歳入全体の１６．０％

となりました。

歳出の主なものとしては、保険給付費が２０億４，８３４万６千円で歳出全体の９

３．６％、総務費が４，７８８万９千円で歳出全体の２．２％、地域支援事業費が４，

４２２万５千円で歳出全体の２．０％となりました。

保険給付費の内訳としましては、介護サービス等諸費が１８億６，７９１万８千円

で保険給付費全体の９１．２％、介護予防サービス等諸費が４，１３４万３千円で保

険給付費全体の２．０％、また、低所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者

介護サービス等費は１億４５万１千円で保険給付費全体の４．９％となりました。

又、地域支援事業費の内訳としましては、介護予防事業費が９４万５千円、包括的

支援事業・任意事業費が４，３２７万９千円となりました。

次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は１，４１４万２千円で、その後補正減

額され最終予算額は４５４万７千円となりました。

歳入決算額は４５９万１千円、歳出決算額は４５４万７千円、実質収支額は４万４千

円となりました。

歳入は、全てサービス収入で４５９万１千円、歳出は全て保険事業勘定への繰出金

で４５４万７千円となりました。



（１）加入者の状況 （単位：人）

総数 内認定者数 総数 内認定者数 総数 内認定者数

平成18年度 8,150 1,529 12,993 51 21,143 1,580

平成19年度 8,360 1,583 12,931 56 21,291 1,639

増　減 210 54 △ 62 5 148 59

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総額 普通徴収 特別徴収 総額 普通徴収

平成18年度 382,208 53,427 328,781 375,156 46,375 86.8

平成19年度 396,709 44,097 352,612 390,794 38,182 86.6

増　減 14,501 △ 9,330 23,831 15,638 △ 8,193 △ 0.2

（３）サービス受給者の状況 （単位：千円）

総数 内要支援 総数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成18年度 9,633 490 3,858 1,658 2,200 0 13,491

平成19年度 9,495 664 4,035 1,905 2,130 0 13,530

増　減 △ 138 174 177 247 △ 70 0 39

（４）介護サービスの利用状況

　イ．介護・支援サービス給付費 （単位：千円）

区　分 訪問・通所 地域介護
（グループホームほか）

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合計
受給者一人
当たり給付費

平成18年度 653,376 117,070 932,263 82,073 142,575 1,927,357 143

平成19年度 700,997 135,205 968,540 100,451 143,153 2,048,346 151

増　減 47,621 18,135 36,277 18,378 578 120,989 8

　ロ．居宅介護（支援）サービス費内訳 （単位：千円）

区　分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合計
受給者一人
当たり給付費

平成18年度 144,598 367,542 91,767 274,679 878,586 91

平成19年度 139,671 370,253 140,848 289,950 940,722 99

増　減 △ 4,927 2,711 49,081 15,271 62,136 8

　ハ．施設介護サービス費内訳 （単位：千円）

区　分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合計
受給者一人
当たり給付費

平成18年度 392,955 539,402 0 932,357 242

平成19年度 443,124 525,416 0 968,540 240

増　減 50,169 △ 13,986 0 36,183 △ 2

区　分

合計

第1号被保険者 第2号被保険者 合計

収入済額 普通徴収分
収納率（％）

区　分
居宅サービス 施設サービス

区　分
調定

－ 9 －
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５．有線放送事業特別会計

平成１９年度有線放送事業特別会計の当初予算は４，４０５万６千円で、その後補正増

額され最終予算額は４，６３６万３千円となりました。

歳入決算額は４，６７２万円、歳出決算額は４，５９４万５千円で、実質収支は７７万

５千円となりました。

歳入の主なものとしては、使用料及び手数料が１，７９４万４千円で歳入全体の３８．

４％、一般会計繰入金が２，６８０万３千円で歳入全体の５７．４％となりました。

歳出の主なものは、総務費が２，０４５万２千円、公債費が１，９８５万円となりまし

た。



－ 11 －

（１）システム構成

・２局分散方式 （本部局－７００回線、分散局－６００回線）

（本部局、分散局間は光ケーブル）

・ケーブル延長 ３２．８㎞ （うち光ケーブル２．４㎞）

・自己柱 １３０本

・共架柱 （電力柱－７９１本、ＮＴＴ柱－１５７本）

※特 徴

ａ．地区別 グループ別放送他、電話機からのページング放送

ｂ．キャッチホンサービス（フックボタン）

ｃ．３者通話（フックボタンと相手の番号）

ｄ．チャンネル放送（５ＣＨ） ［１００ＨＺ～１０，０００ＨＺ］

〈１ＣＨ－４３１ ２ＣＨ－４３２ ３ＣＨ－４３３ ４ＣＨ－４３４ ５ＣＨ－４３５〉

（２）使用料及び手数料

基 本 料 金 ………………………………………………………月額 １，１００円

度 数 料 金 …………………………………………………………１回 ５円

付加使用料 …………………………………………………………１台 ４００円

放送手数料（広告放送）

市内 ３回………………………………… ５００円

市外 １回目………………………………２，５００円

２回目以降………………………… １，５００円

＊現在の通話回数利用状況（１日１戸平均）……………………………１．２２回

（昨年同期１．２１回）

（３）加入者の状況

（単位：戸、％）

区 分 戸 数 加入世帯数 加入率

平成１８年度 １，５４５ １，１９０ ７７．０％

平成１９年度 １，５５０ １，１８８ ７６．６％

前年度対比 ５ △２ △０．４％

（４）放 送 時 間

定 時 放 送 ………………………………………………………… １日 ４回

朝 ６時５０分

昼 １２時３０分

３時 １５時００分

夜 １８時４５分
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（５）録音・案内設備（テレフォンサービス）

（１）毎日の放送を録音………………………… ３９３９番 （３回線）

（２）録 音 番 組（ＣＤ情報）………………… ０番 (３回線)

（３）小 学 校 だ よ り………………………………… ８番 （３回線）

（４）センターだより………………………………… ８番 （３回線）

（５）臨時のお知らせ…………………………… ４４４番 （５回線）

（６）農業指導センター情報…………………………… ９番 （３回線）

合 計 ……………………………………………… ２０回線

（６）線路系統図

本 部 局 飯塚分散局

交 換 機 （光ｹｰﾌﾞﾙ） 交 換 機

放 送 架 放 送 架

(700L) (600L)

チャンネル 屋外スピーカー

放 送 架 ３カ所

羽立１、羽立２、羽立３、神明上、神明下、中町１ 町内会 矢取、宮下、新道上、新道下、駅前、飯塚上

中町２、土手１、土手２、八ツ口、旭町、寺ノ下 ﾍﾟｰｼﾞﾝｸﾞ放送 飯塚下、飯塚浜上、飯塚浜下、雇用促進住宅

岩崎、山根、高田、和田、柳田、妹川浜、金山

＠ グループページング放送システム

（７）各施設の代表番号

潟上市ＩＰ電話への接続 発信は７とＩＰ電話番号

ＩＰ電話からは９１と有線電話番号

市飯田川庁舎………………………………………１１４番５０００番

保健福祉センター …………………………………………１ １ １ 番

介護支援センター ……………………………………… １ １ ２ 番

ＪＡ秋田湖東飯田川支所……………………………………１ １ ６ 番

八郎潟ハイツ…………………………………………………３９００番

飯田川小学校…………………………………………………２１７１番

特別老人ホームわかば園……………………………………５６７８番

羽城中学校……………………………………………………２１８１番

昭和飯田川商工会……………………………………………２０９１番

（８）携帯電話や固定電話からの接続

０１８（８７７）２５８５ 有線番号をプッシュしてください



６．農業集落排水事業特別会計

平成１９年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は、１億４，９２２万８千円で、そ

の後補正増額され最終予算額は１億８，２３８万６千円となりました。

歳入決算額は１億８，２８３万６千円、歳出決算額は１億７，９５６万７千円で実質収

支は３２６万９千円となりました。

歳入の主なものとしては、一般会計からの繰入金が１億１，３７６万１千円で歳入全体

の６２．２％、農業集落排水施設使用料が２，３３０万２千円で１２．８％、受益者分担

金が３５７万円１千円で２．０％となりました。

　平成１９年度末の加入戸数は７２４戸となっています。

また、公営企業経営健全化計画に基づく公的資金の補償金免除繰上償還を実施し、公営企

業金融公庫資金の３件で総額３，２５４万１千円の繰上償還により、将来の利子負担額８

１５万３千円を軽減しました。

（１）集落排水事業整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％ 

平成18年度 9,796 139 137 98.6 

平成19年度 9,796 139 137 98.6 

前年度対比

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％ 

平成18年度 35,889 4,550 3,095 8.6 

平成19年度 35,605 4,550 3,077 8.6 

前年度対比 △ 284 △ 18 

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km 

平成18年度 2,458 79.4 32 

平成19年度 2,404 78.1 32 

前年度対比 △ 54 △ 1.3 

区 分

区 分

区 分
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７．下水道事業特別会計

平成１９年度下水道事業特別会計当初予算額は、１６億７，１２４万円で、その後補正

増額され最終予算額は１９億８，５４６万９千円となりました。

歳入決算額は１９億９，１０４万１千円、歳出決算額は１９億６，８８４万２千円、歳

入歳出差引額は、２，２１９万９千円で、平成２０年度への繰越財源２千円を差し引いた

実質収支は２，２１９万７千円となりました。

歳入の主なものとしては、一般会計からの繰入金が６億７，０６４万１千円で歳入全体

の３３．７％、下水道事業債が７億７，５４０万円で３８．９％、下水道使用料が３億

３，０５７万５千円で１６．６％となりました。

歳出では、公共下水道事業費として１億４，０７６万７千円で管渠１，６１８m、汚水

桝５８箇所、特定環境保全下水道事業費として３億６，０６０万６千円で管渠４，９２６

m、汚水桝２３１箇所を施工しました。

平成１９年度末の供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で１，

０４２ha、下水道加入戸数は７，３４８戸となっています。

 

また、公営企業経営健全化計画に基づく公的資金の補償金免除繰上償還を実施し、財政

融資資金３３件、公営企業金融公庫２３件で総額３億１，２５０万６千円の繰上償還によ

り、将来の利子負担額６，２２４万３千円を軽減しました。

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％ 

平成18年度 9,796 1,558 1,010 64.8 

平成19年度 9,796 1,542 1,042 67.6 

前年度対比 △ 16 32 2.8 

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％ 

平成18年度 35,889 37,750 25,849 72.0 

平成19年度 35,605 33,000 28,536 80.1 

前年度対比 △ 284 △ 4,750 2,687 8.1 

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km 

平成18年度 20,295 78.5 177 

平成19年度 21,216 74.3 184 

前年度対比 921 △ 4.2 7 

区 分

区 分

区 分

－ 14 －



８．合併処理浄化槽事業特別会計

平成１９年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は、２，０３２万２千円で、その

後補正増額され最終予算額は２，１３０万６千円となりました。

歳入決算額は２，３９３万８千円、歳出決算額は２，０６３万２千円で実質収支は３３

０万６千円となりました。

歳入の主なものとしては、合併処理浄化槽事業債が８９０万円で歳入全体の３７．

２％、国庫支出金が５２５万８千円で２２．０％、受益者分担金が２８３万７千円で１

１．８％となりました。

歳出では、合併処理浄化槽事業費として１，９９９万４千円で合併処理浄化槽を１３基

設置しております。

　平成１９年度末の合併浄化槽設置戸数は７７戸となっています。

（１）合併処理浄化槽事業整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％ 

平成18年度 35,889 727 222 0.6 

平成19年度 35,605 727 266 0.7 

前年度対比 △ 284 44 0.1 

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％ 

平成18年度 222 100.0 

平成19年度 266 100.0 

前年度対比 44 

区 分

区 分

－ 15 －



９．豊川財産区特別会計

１０．下虻川財産区特別会計

１１．和田妹川財産区特別会計

１２．飯塚財産区特別会計

　平成１９年度豊川財産区特別会計当初予算額は１２０万２千円で、その後補正増額され

最終予算額は１９１万４千円となりました。

  歳入決算額は１４８万８千円、歳出決算額は１１９万３千円、実質収支は２９万５千円

となりました。

　歳入の主なものとしては、繰入金が７７万１千円で歳入全体の５１．８％、繰越金が６

５万９千円で歳入全体の４４．３％となりました。

　歳出の主なものとしては、間伐委託料３９万３千円、財政調整基金積立金７１万２千円

となりました。

　平成１９年度下虻川財産区特別会計当初予算額は６７万３千円で、その後補正増額され

最終予算額は１５１万７千円となりました。

　歳入決算額は１５７万７千円、歳出決算額は１１１万５千円で、実質収支は４６万２千

円となりました。

　歳入の主なものは繰入金が６６万９千円で、歳出の主なものは財政調整基金積立金が８

４万４千円となりました。

　平成１９年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は５４万４千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は９２万１千円となりました。

　歳入決算額は１０８万１千円、歳出決算額は７２万７千円で、実質収支は３５万４千円

となりました。

　歳入の主なものは財産貸付収入が４２万円で、歳出の主なものは財政調整基金積立金が

３７万７千円となりました。

　平成１９年度飯塚財産区特別会計当初予算額は５１万７千円で、その後補正増額され最

終予算額は９１万４千円となりました。

　歳入決算額は１４０万２千円、歳出決算額は７２万６千円で、実質収支は６７万６千円

となりました。

　歳入の主なものは立木販売による分収金が４８万８千円で、歳出の主なものは財政調整

基金積立金が３９万７千円となりました。
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１３．土地取得事業特別会計

１４．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

平成１９年度土地取得事業特別会計当初予算額は２，１０５万４千円で、その後補正増

額され最終予算額は３，３１８万４千円でした。

歳入決算額は３，３１８万１千円、歳出決算額も３，３１８万１千円で同額となりまし

た。

歳入の主なものは一般会計繰入金が３，３１８万円で、歳出は土地開発公社償還金で

３，３１８万１千円となりました。そのうち２件、総額１，２１３万円は繰上償還で、将

来の利子負担額６９万４千円を軽減しました。

　本年度末における給水戸数は10,279戸、給水人口は29,189人で、前年度末と比較し
て給水戸数は32戸増加し、給水人口は323人減少しました。なお、普及率は給水区域
内で89.43％となりました。

　年間総配水量は3,004,907㎥となり、一日最大配水量は10,144㎥、施設能力
（12,735㎥/日）に対する最大稼働率は、79.7%になりました。

　年間有収水量は2,608,911㎥で、有収率は86.89%となり前年度に比較して2.9ポイン
ト増加しております。

　本年度は高金利対策として企業債の補償金免除繰上償還を実施し、借換債を発行し
ました。内訳は、財政融資資金10件255,737,680円、公営企業金融公庫資金6件
33,964,176円、総額289,701,856円を繰上償還し、借換債発行額は、288,900,000円と
なっております。

　これにより、財政融資資金で47,102,467円、公営企業金融公庫資金で2,899,966
円、合計50,002,433円の金利負担が軽減されることになりました。

　以上が本年度の概況でありますが、最近の経済状況や利用者の節水意識等を反映し、
給水収益も減少傾向にあります。一方、老朽化した施設の更新、市民に安全で安定した
水を供給するための建設改良事業の増加が見込まれることから、今後も適切な事業選択
とより一層の経費の節減など効率的な事業経営に努めてまいります。

　建設改良工事は、公共下水道工事に伴う水道管布設工事（延長616ｍ）を実施しま
した。

　また、施設改良工事として、取水井戸の掘り抜き、ろ過機制御盤改修、計装設備の
更新等を実施しました。

　本年度の水道事業収益は559,709,007円、経常費用は522,967,722円、特別損失
7,517,410円で29,223,875円の純利益が生じました。

　また、資本的収支については収入額317,838,630円、支出額605,544,767円（消費税
込）で、資本的収支の不足額287,706,137円は、過年度損益勘定留保資金132,286,838
円、過年度繰延勘定償却17,808,200円、過年度損益修正損2,082,979円、過年度利益
剰余金処分額1,929,264円、当年度資本的収支調整額6,229,874円、当年度損益勘定留
保資金127,368,982円で補てんしました。
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